
事業概要シート

≪

【事業の目的・概要・対象】

【背景】

4,419 千円

3,132 ≫千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円

一般財源 4,419 千円

担当課 企画政策部企画政策課 課長 山田　公

担当者 松浦　光祐 問合せ先 0957-53-4111（内線229）

施策 2101 効率的な行政運営の推進
≪≫の金額　現年度当初・補正予算、前年度繰越額の合計
　　　　　　※補正予算要求時は今回の補正予算額を除く
　　　　　　※次年度予算要求時は次年度繰越額を除く

事業名 総合計画進行管理事業 その他の見直し 予算額

事業期間 平成28年度 ～ 令和17年度 財
源
内
訳

根拠法令
要綱等

大村市総合計画に関する規則
まち・ひと・しごと創生法

　本市では、市政をより計画的かつ効率的に運営し、本市の発展を図るための最上位計画として総合計画を策
定しており、その進行管理や効果検証を行うために外部有識者会議や市民満足度調査を行っている。
　令和８年度から新たに第６次大村市総合計画を策定することに伴い、事業期間を10年間延長する。また、令
和８年度から、地方創生の観点で重なる施策が多いことを踏まえ、総合計画と総合戦略を一体的に策定・運用
する。両計画の整合性の確保と進捗管理や効果検証の一体化・効率化を目指し、本事業に大村市まち・ひと・
しごと創生総合戦略推進事業の内容を統合する。

【目的】
　大村市総合計画の着実な推進に向け、計画の進捗状況を把握し、課題の整理及び改善につなげるため、必要
な調査審議並びに市民意見の把握を行う。
　令和８年度から総合計画と一体的に運用する大村市まち・ひと・しごと創生総合戦略についても、併せて進
捗管理及び効果検証を行う。
【概要】
・総合計画及び総合戦略の進行管理を実施する。（施策・指標の達成状況等）
・総合計画及び総合戦略の推進に関する調査審議のため、外部委員で構成される会議体を運営する。
・まちづくりに対する市民の満足度や課題認識を把握するため、市民満足度調査（市民アンケート）を実施す
る。
【対象】
（市民満足度調査）大村市に在住する18歳以上の人を無作為に3,000人抽出する。
【見直しの内容】
①第６次大村市総合計画の策定に伴い事業期間を10年間延長し、令和17年度までとする。
②総合計画と総合戦略の一体的策定に伴い、大村市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進事業を統合する。
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【活動指標】

①

②

【成果指標】

①

②

【予算・決算】（千円）

指標名 単位
Ｒ６

(実績)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)
Ｒ１０
(計画)

市民満足度調査実施回数 計画値 回 1 1 1 1 1 

外部有識者会議の開催回数 計画値 回 2 3 3 3 3 

指標名 単位
Ｒ６

(実績)
Ｒ７

(計画)
Ｒ８

(計画)
Ｒ９

(計画)
Ｒ１０
(計画)

全政策数値目標達成率 計画値 ％ 54.7 55.0 60.0 65.0 70.0

計画値

事業費は当初・繰越・補正予算の合計額

年度 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 合計
事業費 2,646 3,224 3,132 4,419 4,419 4,419 22,259

国庫支出金 0
県支出金 0
地方債 0
その他 0

一般財源 2,646 3,224 3,132 4,419 4,419 4,419 22,259
人件費 787 777 1,504 2,959 2,959 2,959 11,945

職員(人) 0.10人 0.10人 0.20人 0.40人 0.40人 0.40人 1.60人
時間外勤務(h) 30h 25h 25h 25h 25h 25h 155h
会計年度任用職員(人) 0.00人

フルコスト 3,433 4,001 4,636 7,378 7,378 7,378 34,204

妥当性
(市の関与)

総合計画及び総合戦略の進行管理・評価は、市政運営の根幹であり、市の説明責任と透明性
確保のため市が主体的に実施すべきである。審議会の運営や市民意見の把握、結果の施策へ
の反映は行政手続・庁内調整を伴い、民間のみでの代替は困難である。

有効性
(施策貢献度)

総合計画及び総合戦略の進捗と成果を把握し、外部委員や市民の意見を踏まえて課題整理と
改善を行うことで、施策の重点化・見直しに直結するため、有効性が高い。

効率性
(コスト)

総合計画と総合戦略の進捗管理・効果検証を一体的に行うことで、資料作成や庁内調整など
の重複を抑えることができるため効率性は高い。

1次評価 担当者記載のとおり

2次評価 １次評価記載のとおり


